
１．基本情報

～

２．事業の成果

3.行政コスト (単位：円)

 行政費用【A】

４．事業の評価

 今後の実施方向性 事業完了

減価償却費・地方債償還金利子

賞与等・退職手当引当金繰入額

職員給与費

活動
指標

助成対象病床数

救急医療に対応する病院の一般病床、療養病床の数

0 0

その他(g) ― 0 0

地方税(c)

保険料(d)

国県支出金(e) ― 40,593,000 34,794,000

緊急支援措置のため単年度での事業実施。 緊急支援措置のため単年度での事業実施。

 【効率性】実施手法の効率性は高いか 高（効率性が高く、最適である）

 評価結果の総括

本事業の実施により、長引く物価高騰による厳しい経済情勢の中で、安定した救急医療体制の提供に寄与した。なお、緊急支援
措置のため、国の補助決定を受けた後に事業化したもので、事業化時点では単年度事業の実施として想定していたもの。

短期的な取組の視点 中長期的な取組の視点

 【必要性】公共が担う必要性、市が実施する必要性は高いか 中（必要性は高いが、最適化を検討する余地がある）

 【公平性】事務事業の公平性は高いか 高（公平性が高く、最適である）

 【有効性】事務事業の有用性及び有効性は高いか 高（有効性が高く、最適である）

差引差額【A-(d+e+f+g)】 2,177,434 197,949

評価項目及び評価の視点 評価結果

使用料・手数料(f) ―

 行政収入【B】※事業費(a)の財源 ― 40,593,000 34,794,000

1,934,077

243,357

対象1単位あたり費用

― 40,593,000 36,971,434

事業費(a)

(指標の補足)

 指標の達成状況　※指標が設定できない場合はその理由、事業を実施することの意義又は実施したことの効果等を記載

救急医療に対応した病院が負担した電気、ガス等光熱費に対し補助を行うものであるため、成果指標及び目標値を設定すること
に適さない。

― 40,593,000 34,794,000

事業費以外の費用(b) 2,177,434

令和４年度 令和５年度 令和６年度

0

(指標の補足)

床 ― 1,933 1,933

単位 令和４年度 令和５年度 令和６年度 目標値 達成率指標の内容

ー ―

 事務事業名 救急医療対応病院物価高騰対応助成費  所管課 地域医療推進課

 対象数 11 単位 病院

 事業期間 令和5年度  (旧所管課）

 対象 救急医療に対応した病院

令和6年度

―

―

0 0

0 0

令和７年度 事務事業評価表 （令和６年度実施事務事業）

 根拠法令等 令和６年度藤沢市救急医療対応病院物価高騰分対応助成金交付要綱

 事業概要

安定した救急医療体制を確保するために、物価高騰の影響を受けている救急医療対応病院に対して、電気、ガス等光熱費の一部
を病院規模に応じて助成した。

１．電気、ガス等光熱費上昇分の一部助成

区分



１．基本情報

～

２．事業の成果

3.行政コスト (単位：円)

 行政費用【A】

４．事業の評価

 今後の実施方向性 一部見直して継続

減価償却費・地方債償還金利子

賞与等・退職手当引当金繰入額

職員給与費

活動
指標

健康教室・講演会参加者数

生活習慣の改善を促し、生活習慣病予防のための教室・講演会等の参加者数及び健康相談の実施数

0 0

その他(g) 2,923,070 3,167,500 3,226,234

地方税(c)

保険料(d)

国県支出金(e) 2,429,000 2,445,642 2,454,735

健康を支える生活習慣の改善や健康づくりに取り組みやすい環
境整備に向けて、食生活、歯・口腔、睡眠などに関する正しい知識
の普及、生活習慣病の発症予防・重症化予防に係る取組、受動喫
煙防止対策、アプリ等を活用した身体活動の促進につながる環
境整備等を引き続き実施する。

健康を支える生活習慣の改善や健康づくりに取り組みやすい
環境整備に向けて、食生活、歯・口腔、睡眠などに関する正し
い知識の普及、生活習慣病の発症予防・重症化予防に係る取
組、受動喫煙防止対策、アプリ等を活用した身体活動の促進に
つながる環境整備等を引き続き実施する。

 【効率性】実施手法の効率性は高いか 中（効率性をより高めるため、最適化を検討する余地がある）

 評価結果の総括

健康づくり推進事業は、市民の健康格差をなくし、生活習慣病予防や医療費抑制など地域全体の利益に直結するため、藤沢市が
公共として担う必要がある。これまでの取組での成果は①SNSや動画配信等、対象にあわせた周知啓発②さまざまな年代にあ
わせたイベントや講座の開催③様々な分野から健康への働きかけ。課題は①働き世代や子育て世代への周知②地域で活躍する
人員の担い手不足③関係各課・機関との連携の強化が明らかとなっており、事業形態を見直しながら継続する。

短期的な取組の視点 中長期的な取組の視点

 【必要性】公共が担う必要性、市が実施する必要性は高いか 高（必要性が高く、最適である）

 【公平性】事務事業の公平性は高いか 中（公平性をより高めるため、最適化を検討する余地がある）

 【有効性】事務事業の有用性及び有効性は高いか 中（有効性をより高めるため、最適化を検討する余地がある）

差引差額【A-(d+e+f+g)】 216,022,624 487

評価項目及び評価の視点 評価結果

使用料・手数料(f) 0

 行政収入【B】※事業費(a)の財源 65,418,252 68,844,382 70,820,022

135,169,015

15,714,556

対象1単位あたり費用

65,418,252 68,844,382 221,703,593

事業費(a)

(指標の補足)

 指標の達成状況　※指標が設定できない場合はその理由、事業を実施することの意義又は実施したことの効果等を記載

健康教室や講演会の参加者数、健康相談の実施数は横ばいで経過。本事業を実施することで市民が自身の健康状態を把握し、
生活習慣の改善など主体的に健康づくりに取り組める環境の整備を図ることができた。参加人数はイベントの内容、講演会のテ
―マ、その他外的要因として、他事業との重複や天候など様々な理由に影響されるため、目標値に達しなかった。なお、事業の性
質上、成果指標を設定することは適さない。

65,418,252 68,844,382 70,820,022

事業費以外の費用(b) 150,883,571

令和４年度 令和５年度 令和６年度

0

(指標の補足)

人 11,114 11,994 11,417

単位 令和４年度 令和５年度 令和６年度 目標値 達成率指標の内容

12,000 95%

 事務事業名 健康づくり推進事業費  所管課 健康づくり課

 対象数 443,523 単位 人

 事業期間 平成6年度  (旧所管課）

 対象 成人を中心とした市民全般

60,066,182

0

63,231,240 65,139,053

0 0

令和７年度 事務事業評価表 （令和６年度実施事務事業）

４．高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施

２．健康づくりに関する各種事業の実施

３．「ふじさわ歩くプロジェクト」の実施

 根拠法令等 健康増進法

 事業概要

藤沢市健康増進計画（第２次）に基づき、団体、関係機関等との連携により、各種保健事業を実施し、市民の健康づくりの取組を
支援した。

１．藤沢市健康づくり推進会議・タバコ対策協議会・歯科保健推進会議の開催年８回

区分



１．基本情報

～

２．事業の成果

3.行政コスト (単位：円)

 行政費用【A】

４．事業の評価

26,667,277

0

21,603,126 55,389,504

0 0

令和７年度 事務事業評価表 （令和６年度実施事務事業）

２．健康増進法に基づき、肝炎ウイルス検診を実施した。

 根拠法令等 高齢者の医療の確保に関する法律、健康増進法

 事業概要

糖尿病等の生活習慣病の早期発見のため、後期高齢者等を対象に、健康診査及び肝炎ウイルス検診を実施した。その結果、生活
習慣病の発症予防や、Ｂ型、Ｃ型肝炎の早期発見ができ、健康寿命の延伸につなぐことができた。

１．高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、後期高齢者等健康診査を実施した。

区分

 事務事業名 健康診査事業費  所管課 健康づくり課

 対象数 277,774 単位 人

 事業期間 昭和62年度  (旧所管課）

 対象 後期高齢者等健康診査（75歳以上市民、40歳以上生活保護受給者）、肝炎ウイルス検診（40歳以上市民）

単位 令和４年度 令和５年度 令和６年度 目標値 達成率指標の内容

36,000 91%

(指標の補足)

％ 47.5 46.8 47.2

人 30,548 31,086 32,732

対象1単位あたり費用

333,468,629 344,036,536 375,823,332

事業費(a)

60.0 79%

(指標の補足)

 指標の達成状況　※指標が設定できない場合はその理由、事業を実施することの意義又は実施したことの効果等を記載

後期高齢者等健康診査の受診者数は、対象となる後期高齢者人口の増加と比例して、増加している。

333,468,629 344,036,536 369,482,769

事業費以外の費用(b) 6,340,563

令和４年度 令和５年度 令和６年度

0

 行政収入【B】※事業費(a)の財源 333,468,629 344,036,536 369,482,769

5,593,625

746,938

事業を継続するとともに、受診率の向上に向けた取組を実施す
る。

高齢化が進展することから、事業の継続とともに、受診率の向
上に向けた取組を実施する。

 【効率性】実施手法の効率性は高いか 高（効率性が高く、最適である）

 評価結果の総括

後期高齢者等健康診査・肝炎ウイルス検診ともに法律に定められた事業であり、継続的に実施することは本市の健康寿命の延伸
に必須であることから、事業は現状のまま継続する。

短期的な取組の視点 中長期的な取組の視点

 【必要性】公共が担う必要性、市が実施する必要性は高いか 高（必要性が高く、最適である）

 【公平性】事務事業の公平性は高いか 高（公平性が高く、最適である）

 【有効性】事務事業の有用性及び有効性は高いか 中（有効性をより高めるため、最適化を検討する余地がある）

差引差額【A-(d+e+f+g)】 61,730,067 222

評価項目及び評価の視点 評価結果

使用料・手数料(f) 0

 今後の実施方向性 現状のまま継続

減価償却費・地方債償還金利子

賞与等・退職手当引当金繰入額

職員給与費

活動
指標

成果
指標

後期高齢者等健診及び肝炎ウイルス検診受診者数

後期高齢者等健康診査受診率

0 0

その他(g) 292,687,352 309,001,410 299,628,265

地方税(c)

保険料(d)

国県支出金(e) 14,114,000 13,432,000 14,465,000



１．基本情報

～

２．事業の成果

3.行政コスト (単位：円)

 行政費用【A】

４．事業の評価

 今後の実施方向性 現状のまま継続

減価償却費・地方債償還金利子

賞与等・退職手当引当金繰入額

職員給与費

活動
指標

成果
指標

がん検診受診者数（延べ人数）

乳がん・子宮頸がん・胃がん・胃がんリスク・肺がん・大腸がん・前立腺がん検診

がん発見数

各種がん検診受診後、要精検者のうち、がんと診断された延べ人数

0 0

その他(g) 0 0 50,000

地方税(c)

保険料(d)

国県支出金(e) 9,649,000 7,931,000 8,152,000

がん検診の受診率向上に向けた効果的な周知啓発方法等につい
て、他市の状況も研究し、手法の検討を行っていく。

がん検診の受診率向上に向けた効果的な周知啓発方法等に
ついて、他市の状況も研究し、手法の検討を行っていく。

 【効率性】実施手法の効率性は高いか 高（効率性が高く、最適である）

 評価結果の総括

健康増進法に基づく健康増進事業として位置付けられ、市町村が実施することとされていることもあるが、市民に対してがん検
診を広く実施できる事業主体としては、自治体が主体となることが適切であるため、現状のまま継続していく。

短期的な取組の視点 中長期的な取組の視点

 【必要性】公共が担う必要性、市が実施する必要性は高いか 高（必要性が高く、最適である）

 【公平性】事務事業の公平性は高いか 高（公平性が高く、最適である）

 【有効性】事務事業の有用性及び有効性は高いか 高（有効性が高く、最適である）

差引差額【A-(d+e+f+g)】 734,504,884 2,264

評価項目及び評価の視点 評価結果

使用料・手数料(f) 0

 行政収入【B】※事業費(a)の財源 648,120,728 699,023,383 716,538,406

23,666,051

2,502,427

対象1単位あたり費用

648,120,728 699,023,383 742,706,884

事業費(a)

ー ―

(指標の補足)

 指標の達成状況　※指標が設定できない場合はその理由、事業を実施することの意義又は実施したことの効果等を記載

活動指標　がん検診受診者数については、概ね前年度実績を維持している。各種がん検診を実施したことで、がんの早期発見、
早期治療に結び付いた。成果指標　目標値の設定については、事業の性質上適していないことから設けていない。

648,120,728 699,023,383 716,538,406

事業費以外の費用(b) 26,168,478

令和４年度 令和５年度 令和６年度

0

(指標の補足)

人 220 224 257

人 142,064 141,129 143,669

単位 令和４年度 令和５年度 令和６年度 目標値 達成率指標の内容

194,220 74%

 事務事業名 がん検診事業費  所管課 健康づくり課

 対象数 324,417 単位 人

 事業期間 昭和42年度  (旧所管課）

 対象
４０歳以上の市民（子宮頸がん検診については２０歳以上の女性、前立腺がん検診については５０歳以上の男性、
胃がんリスク検診については４０歳以上５歳刻み７０歳まで）

638,471,728

0

691,092,383 708,336,406

0 0

令和７年度 事務事業評価表 （令和６年度実施事務事業）

（２） 胃がん検診（内視鏡）　　受診者数１０，４２７人　　要精検者数１３０人

２．子宮頸がん検診　　受診者数１０，８１２人　　要精検者数　　２５３人

３．（１）胃がん検診（バリウム）　受診者数　３，４３３人　　要精検者数２５３人

４．胃がんリスク検診　受診者数　１，０２０人　　要精検者数　　１４９人

５．肺がん検診　　　　受診者数５０，３２９人　　要精検者数１，３５６人

６．大腸がん検診　　　受診者数４２，６６１人　　要精検者数４，４９０人

 根拠法令等 健康増進法

 事業概要

がんの早期発見、早期治療に結びつけるため指定医療機関でがん検診を実施した。

１．乳がん検診　　　　受診者数１０，４７５人　　要精検者数　　５２１人

７．前立腺がん検診　　受診者数１４，５１２人　　要精検者数１，３３３人

区分



１．基本情報

～

２．事業の成果

3.行政コスト (単位：円)

 行政費用【A】

４．事業の評価

―

―

4,267,438 5,421,500

0 0

区分

 (旧所管課）

 対象 １．がん治療により外見の変化等が生じている患者、２．在宅療養をしているタ―ミナル期の40歳未満がん患者

単位 令和４年度 令和５年度 令和６年度 目標値 達成率指標の内容

ー

令和７年度 事務事業評価表 （令和６年度実施事務事業）

２．胸部補整具の購入費用の合計額の1/2を１人１回、上限10,000円の範囲内で助成した。

３．市内の関係医療機関・支援窓口及び県内の地域がん診療連携拠点病院等に事業開始に伴う周知と協力依頼をした。

 根拠法令等 １．市がん患者ウィッグ購入費等の助成に関する要綱、２．市若年がん患者在宅療養支援事業助成金交付要綱

 事業概要

１．がん治療による外見の変化等が生じている患者に対して、ウィッグの購入費用・レンタル費用、胸部補整具の購入費用の一部
を助成した。その結果、がん治療による外見の変化等に起因する苦痛を軽減し、療養生活の質の向上及び経済的負担の軽減が図
られた。２．事業開始に伴い、タ―ミナル期の40歳未満がん患者が住み慣れた自宅で安心して自分らしい日常生活が送れるよ
う、市民や関係医療機関等に助成事業の周知を行った。その結果、相談を７件受けたが、助成金交付に至るケ―スはなかった。
(令和６年７月事業開始)

１．ウィッグ購入費用、レンタル費用の合計額の1/2を１人１回、上限30,000円の範囲内で助成した。

 事務事業名 がん療養支援事業費  所管課 健康づくり課・地域医療推進課

 対象数 ― 単位

 事業期間 令和5年度

―

(指標の補足)

件 ― 0 1,040

件 ― 163 218

対象1単位あたり費用

― 4,267,438 12,880,727

事業費(a)

1,040 100%

(指標の補足)

 指標の達成状況　※指標が設定できない場合はその理由、事業を実施することの意義又は実施したことの効果等を記載

１．事業利用患者が抱く外見上の変化等の苦痛を緩和し、がん療養生活の質の向上及び経済的負担の軽減が図られた。なお、目
標値の設定については、事業の性質上適していないことから設けていない。２．事業開始に伴い、助成対象となる患者を支援す
る市内・県内の地域がん診療連携拠点病院をはじめとする関係医療機関及び相談窓口等への周知と協力依頼を行った。事業が
周知されたことにより、７件の相談が入った。

― 4,267,438 5,421,500

事業費以外の費用(b) 7,459,227

令和４年度 令和５年度 令和６年度

0

 行政収入【B】※事業費(a)の財源 ― 4,267,438 5,421,500

6,606,036

853,191

１．広く事業を周知していくために、ポスタ―やチラシの配布対象
を拡大していく。２．広く事業を周知していくために、市内病院を
個別訪問し事業の説明を行っていくことで理解を深めてもらう。
また、事業開始から２年程度経った時点で、改めて市内で在宅医
療を行っている診療所に対して事業の案内をすることで事業の
認知度を上げる。

１．事業周知を進め、患者への認知度を上げることにより、支
援の必要な患者に速やかに提供できるようにする。２．事業周
知を進め、患者や関係医療機関及び支援窓口への認知度を上
げることにより、支援が必要な患者に速やかに助成が行える
ようにする。

 【効率性】実施手法の効率性は高いか 中（効率性をより高めるため、最適化を検討する余地がある）

 評価結果の総括

１．令和６年度は補正予算を組んだことからも、本事業に対する需要は上昇傾向にあることから、予算規模を拡大して、継続して
いく。２．現状のまま継続事業開始年度の助成金交付実績はなかったが、相談を受けていることからも事業への需要はある。継
続して事業周知を行い、認知度を上げていくことで、必要な支援が行えるように努める。

短期的な取組の視点 中長期的な取組の視点

 【必要性】公共が担う必要性、市が実施する必要性は高いか 中（必要性は高いが、最適化を検討する余地がある）

 【公平性】事務事業の公平性は高いか 高（公平性が高く、最適である）

 【有効性】事務事業の有用性及び有効性は高いか 中（有効性をより高めるため、最適化を検討する余地がある）

差引差額【A-(d+e+f+g)】 12,880,727 ―

評価項目及び評価の視点 評価結果

使用料・手数料(f) ―

 今後の実施方向性 拡大・拡充して継続

減価償却費・地方債償還金利子

賞与等・退職手当引当金繰入額

職員給与費

活動
指標

活動
指標

延べ助成件数

ウィッグの購入費用・レンタル費用、胸部補整具の購入費用を助成した延べ件数

周知活動

市内・県内の関係医療機関及び支援窓口への周知活動

0 0

その他(g) ― 0 0

地方税(c)

保険料(d)

国県支出金(e) ― 0 0



１．基本情報

～

２．事業の成果

3.行政コスト (単位：円)

 行政費用【A】

４．事業の評価

1,045,295,501

0

1,090,708,894 1,313,654,068

0 0

・再接種（任意接種）７人

区分

 (旧所管課）

 対象 予防接種法で定める定期の予防接種対象者

単位 令和４年度 令和５年度 令和６年度 目標値 達成率指標の内容

ー

令和７年度 事務事業評価表 （令和６年度実施事務事業）

・ポリオ０人・麻しん風しん６，２００人（４人）・麻しん０人・風しん０人・日本脳炎１２，７４９人（６人）

※（）はうち償還払い分

・五種混合７，６６３人（５７人）四種混合３，８６６人（２９人）・三種混合０人・二種混合２，８６８人（１人）

・ＢＣＧ２，７４３人（９人）・ヒブ３，４０１人（３０人）・小児用肺炎球菌１１，０６５人（８７人）

・水痘５，６２１人（８人）・Ｂ型肝炎８，２４３人（７４人）・ロタウイルス６，８３９人（７３人）

・ＨＰＶ１４，０９２人（２１人）・風しんの第5期２１８人・風しん（任意接種）２７２人

 根拠法令等 予防接種法

 事業概要

予防接種法で定める定期の予防接種対象者に各種予防接種を実施するとともに、骨髄移植等の医療行為により接種済みの定期
の予防接種の効果が期待できなくなった者に対し、再接種費用の助成を実施した。また、風しん予防接種費用の助成を実施し
た。その結果、感染のおそれがある疾患の発生及びまん延の防止並びに先天性風しん症候群の発生の予防が図られた。

１．各種予防接種（個別接種）の実施

 事務事業名 各種予防接種費  所管課 健康づくり課

 対象数 ― 単位

 事業期間 昭和54年度

―

(指標の補足)

人 93,363 89,556 85,847

対象1単位あたり費用

1,052,260,972 1,101,043,265 1,372,614,737

事業費(a)

(指標の補足)

 指標の達成状況　※指標が設定できない場合はその理由、事業を実施することの意義又は実施したことの効果等を記載

成果指標及び目標値は設定できないが、感染のおそれがある疾患等の発生及びまん延の防止が図られた。

1,052,260,972 1,101,043,265 1,331,591,182

事業費以外の費用(b) 41,023,555

令和４年度 令和５年度 令和６年度

0

 行政収入【B】※事業費(a)の財源 1,052,260,972 1,101,043,265 1,331,591,182

37,213,854

3,809,701

引き続き事業を継続し、感染のおそれがある疾患等の発生及び
まん延の防止に取り組む。

引き続き事業を継続し、感染のおそれがある疾患等の発生及
びまん延の防止に取り組む。

 【効率性】実施手法の効率性は高いか 高（効率性が高く、最適である）

 評価結果の総括

定期予防接種事業は法定事業であることから、引き続き事業を継続する。

短期的な取組の視点 中長期的な取組の視点

 【必要性】公共が担う必要性、市が実施する必要性は高いか 高（必要性が高く、最適である）

 【公平性】事務事業の公平性は高いか 高（公平性が高く、最適である）

 【有効性】事務事業の有用性及び有効性は高いか 高（有効性が高く、最適である）

差引差額【A-(d+e+f+g)】 1,354,677,623 ―

評価項目及び評価の視点 評価結果

使用料・手数料(f) 0

 今後の実施方向性 現状のまま継続

減価償却費・地方債償還金利子

賞与等・退職手当引当金繰入額

職員給与費

活動
指標

接種者数

0 0

その他(g) 0 0 0

地方税(c)

保険料(d)

国県支出金(e) 6,965,471 10,334,371 17,937,114



１．基本情報

～

２．事業の成果

3.行政コスト (単位：円)

 行政費用【A】

４．事業の評価

245,689,344

0

237,534,162 359,918,878

0 0

区分

 (旧所管課）

 対象 予防接種法で定める定期の予防接種対象者

単位 令和４年度 令和５年度 令和６年度 目標値 達成率指標の内容

ー

令和７年度 事務事業評価表 （令和６年度実施事務事業）

・肺炎球菌７０３人　・インフルエンザ４９，６６６人　・新型コロナ２５，３８０人

 根拠法令等 予防接種法

 事業概要

予防接種法で定める定期の予防接種のうち、高齢者を対象者とする予防接種を実施した。その結果、高齢者の肺炎球菌、インフ
ルエンザ及び新型コロナウイルス感染症の発症、重症化の抑制及びまん延の防止が図られた。

１．予防接種の実施

 事務事業名 高齢者予防接種費  所管課 健康づくり課

 対象数 ― 単位

 事業期間 平成13年度

―

(指標の補足)

人 62,372 59,650 75,749

対象1単位あたり費用

245,689,344 237,534,162 601,656,178

事業費(a)

(指標の補足)

 指標の達成状況　※指標が設定できない場合はその理由、事業を実施することの意義又は実施したことの効果等を記載

成果指標及び目標値は設定できないが、感染のおそれがある疾患等の発生及びまん延の防止が図られた。

245,689,344 237,534,162 567,640,678

事業費以外の費用(b) 34,015,500

令和４年度 令和５年度 令和６年度

0

 行政収入【B】※事業費(a)の財源 245,689,344 237,534,162 567,640,678

30,369,416

3,646,084

引き続き事業を継続し、感染のおそれがある疾患等の発生及び
まん延の防止に取り組む。

引き続き事業を継続し、感染のおそれがある疾患等の発生及
びまん延の防止に取り組む。

 【効率性】実施手法の効率性は高いか 高（効率性が高く、最適である）

 評価結果の総括

定期予防接種事業は法定事業であることから、引き続き事業を継続する。

短期的な取組の視点 中長期的な取組の視点

 【必要性】公共が担う必要性、市が実施する必要性は高いか 高（必要性が高く、最適である）

 【公平性】事務事業の公平性は高いか 高（公平性が高く、最適である）

 【有効性】事務事業の有用性及び有効性は高いか 高（有効性が高く、最適である）

差引差額【A-(d+e+f+g)】 393,934,378 ―

評価項目及び評価の視点 評価結果

使用料・手数料(f) 0

 今後の実施方向性 現状のまま継続

減価償却費・地方債償還金利子

賞与等・退職手当引当金繰入額

職員給与費

活動
指標

接種者数

0 0

その他(g) 0 0 0

地方税(c)

保険料(d)

国県支出金(e) 0 0 207,721,800



１．基本情報

～

２．事業の成果

3.行政コスト (単位：円)

 行政費用【A】

４．事業の評価

 今後の実施方向性 現状のまま継続

減価償却費・地方債償還金利子

賞与等・退職手当引当金繰入額

職員給与費

活動
指標

結核相談及び検診件数

0 0

その他(g) 90,518 0 172,767

地方税(c)

保険料(d)

国県支出金(e) 2,858,677,990 759,362,630 19,019,112

新型コロナウイルス感染症での対応を踏まえ、感染症発生に備え
た事前準備の充実を図る。

新型コロナウイルス感染症以外の新たな呼吸器感染症等の流
行に備え、市民の命と健康、暮らしを守る取組を進め、感染症
対策を図る。

 【効率性】実施手法の効率性は高いか 中（効率性をより高めるため、最適化を検討する余地がある）

 評価結果の総括

新たに新型コロナウイルス感染症等を含む急性呼吸器感染症（ARI）に関する発生動向を把握するための情報収集及び体制整備
等を実施し、感染症対策の向上が図られた。今後も実施手法の有効性や効率性の検証等を行いながら、感染症対策を進めてい
く。

短期的な取組の視点 中長期的な取組の視点

 【必要性】公共が担う必要性、市が実施する必要性は高いか 高（必要性が高く、最適である）

 【公平性】事務事業の公平性は高いか 高（公平性が高く、最適である）

 【有効性】事務事業の有用性及び有効性は高いか 中（有効性をより高めるため、最適化を検討する余地がある）

差引差額【A-(d+e+f+g)】 100,911,749 228

評価項目及び評価の視点 評価結果

使用料・手数料(f) 0

 行政収入【B】※事業費(a)の財源 3,165,113,032 825,768,283 34,020,597

76,245,684

9,603,103

対象1単位あたり費用

3,165,113,032 825,768,283 120,103,628

事業費(a)

(指標の補足)

 指標の達成状況　※指標が設定できない場合はその理由、事業を実施することの意義又は実施したことの効果等を記載

昨年度まで新型コロナウイルス感染症患者公表数を指標としていたが、令和５年５月８日から新型コロナウイルス感染症が感染
症法上の位置付けが５類感染症となったため、指標を結核相談及び検診件数に変更。また本事業は、対応や支援等をした内容が
成果となるため、成果目標や目標値を設定する性質のものではない。本事業を実施することで結核等感染症対策が図られ、感染
症から市民の健康を守ることに寄与した。

3,165,113,032 825,768,283 34,020,597

事業費以外の費用(b) 86,083,031

令和４年度 令和５年度 令和６年度

234,244

(指標の補足)

件 1,055 1,610 1,476

単位 令和４年度 令和５年度 令和６年度 目標値 達成率指標の内容

ー ―

 事務事業名 感染症対策事業費  所管課 健康づくり課・保健予防課

 対象数 443,523 単位 人

 事業期間 平成18年度  (旧所管課）

 対象 市民

306,344,524

0

66,405,653 14,828,718

0 0

令和７年度 事務事業評価表 （令和６年度実施事務事業）

３．新型コロナウイルスのゲノム解析：１２５件

訪問指導：１２２件の実施、結核医療費助成：３９件、一般診療：３７７件

２．感染症発生状況（患者数）一類～三類（結核を除く）：１４人

４．感染症患者発生時の疫学調査、健康診断勧告、入院勧告

５．新型インフルエンザ等対策

６．風しん抗体検査の実施：１，３１０人

 根拠法令等 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律、予防接種法

 事業概要

市民の健康を守るため、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づき、感染症の罹患予防・まん延防止
に向けた検診（健診）や保健指導、情報の収集及び提供、普及啓発等の感染症対策事業を行った。新型コロナウイルス感染症に対
しては、新型コロナウイルス変異株の発生動向を調査するため、ゲノム解析を行ったほか、臨時接種に係る事務費の支払いを
行った。 また、風しんの流行に伴う緊急対策として、抗体保有率の低い世代の成人男性を対象にした風しん抗体検査を実施し
た。その結果、感染症のまん延防止が図られた。

１．結核検診：２７７件（ＩＧＲＡ検査２４９件・Ｘ線２８件）、相談：９０１件、

区分



１．基本情報

～

２．事業の成果

3.行政コスト (単位：円)

 行政費用【A】

４．事業の評価

 今後の実施方向性 現状のまま継続

減価償却費・地方債償還金利子

賞与等・退職手当引当金繰入額

職員給与費

活動
指標

専門医の定例相談、専門職の随時相談者数

４月１日から３月３１日までの延人数（訪問した人数を含む。）

0 0

その他(g) 0 0 0

地方税(c)

保険料(d)

国県支出金(e) 4,730,000 1,149,467 1,924,133

第２期ふじさわ自殺対策計画の推進（計画の期間　令和６年度～
令和１０年度）

精神障がいの有無や程度に関わらず、誰もが安心して自分ら
しく暮らすことができるよう、精神障がいにも対応した地域包
括ケアシステムの構築を目指す。

 【効率性】実施手法の効率性は高いか 中（効率性をより高めるため、最適化を検討する余地がある）

 評価結果の総括

講演会や講座等をオンデマンド配信やオンラインで開催することで、精神保健福祉事業への参加機会を広めることができた。ま
た、様々な機関と連携した普及啓発活動や人材育成等の事業を実施した。今後も、さらに有効性及び効率性の向上が図れるよ
う、実施手法の点検・検証等を行いながら、取組を進めていく。

短期的な取組の視点 中長期的な取組の視点

 【必要性】公共が担う必要性、市が実施する必要性は高いか 高（必要性が高く、最適である）

 【公平性】事務事業の公平性は高いか 高（公平性が高く、最適である）

 【有効性】事務事業の有用性及び有効性は高いか 中（有効性をより高めるため、最適化を検討する余地がある）

差引差額【A-(d+e+f+g)】 98,240,881 222

評価項目及び評価の視点 評価結果

使用料・手数料(f) 0

 行政収入【B】※事業費(a)の財源 6,002,168 5,545,323 6,064,806

83,911,195

10,189,013

対象1単位あたり費用

6,002,168 5,545,323 100,165,014

事業費(a)

(指標の補足)

 指標の達成状況　※指標が設定できない場合はその理由、事業を実施することの意義又は実施したことの効果等を記載

本事業は、対応や支援等をした内容が成果となるため、成果目標や目標値等を設定する性質のものではない。本事業を実施する
ことで、地域における精神保健福祉の正しい理解、精神障がい者の自立と社会参加及び社会復帰の促進に寄与した。また、自殺
対策の推進が図られた。

6,002,168 5,545,323 6,064,806

事業費以外の費用(b) 94,100,208

令和４年度 令和５年度 令和６年度

0

(指標の補足)

人 3,826 3,752 3,492

単位 令和４年度 令和５年度 令和６年度 目標値 達成率指標の内容

ー ―

 事務事業名 精神保健対策事業費  所管課 保健予防課

 対象数 443,523 単位 人

 事業期間 平成18年度  (旧所管課）

 対象 市民、精神障がいのある本人、家族

1,272,168

0

4,395,856 4,140,673

0 0

令和７年度 事務事業評価表 （令和６年度実施事務事業）

４．精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの推進

２．もの忘れ相談及び認知症疾患対策事業の実施

３．当事者及び家族支援を目的とした家族教室等の開催

５．精神保健福祉公開講座、講演会及びパネル展示等の普及啓発事業の実施

 根拠法令等 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律、自殺対策基本法　他

 事業概要

地域における精神保健福祉の普及啓発を図るとともに、精神障がい者の自立と社会参加及び社会復帰に向けた支援を行った。
また、庁内関係各課及び地域団体と連携し、自殺対策事業を推進した。

１．専門医による精神保健福祉相談、保健師及び福祉職等による随時相談及び訪問

区分


